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8．調査等の⽅法 

8.1 調査等の概要 

事業の内容から、環境影響評価の項⽬として選定した⼤気汚染、騒⾳・振動、地盤、⽔循
環、⽇影、電波障害、⾵環境、景観、史跡・⽂化財、廃棄物及び温室効果ガスの11項⽬につ
いて、調査等の概要を表8.1-1(1)〜(6)に⽰す。 

 
表8.1-1(1) 調査等の概要 

項 
⽬ 調査事項 調査内容 予 測 評価⽅法 予測事項 予測⽅法 

⼤ 
気 
汚 
染 

a. ⼤気質の状況 
b. 気象の状況 
c. 地 形 及 び 地 物

の状況 
d. ⼟ 地 利 ⽤ の 状

況 
e. 発⽣源の状況 
f. ⾃ 動 ⾞ 交 通 量

等の状況 
g. 法 令 に よ る 基

準等 

既存資料調査 
⼤ 気 質 等 に 係
る 最 新 の 資 料
を 収 集 し 、 整
理 ・ 解 析 を ⾏
う。 

 
現 地 調 査 
⼤ 気 質 の 状 況
に つ い て は 、
「 ⼆ 酸 化 窒 素
に 係 る 環 境 基
準について」及
び「⼤気の汚染
に 係 る 環 境 基
準について」に
定 め る 測 定 ⽅
法 等 に 準 拠 し
測 定 す る 。 ま
た、道路沿道等
の 地 点 に つ い
て は 窒 素 酸 化
物 簡 易 測 定 ⽅
法 (PTIO 法 ※ )
を ⽤ い て 測 定
する。 
⾃ 動 ⾞ 交 通 量
等 の 状 況 に つ
いては、数取計
(ハンドカウン
ター)で⾞種別
⽅ 向 別 ⾃ 動 ⾞
台 数 を カ ウ ン
トし、1時間毎
に 記 録 す る ⽅
法 に よ り 測 定
する。 

⼯事の施⾏中 
・建設機械の稼働

に伴う⼆酸化窒
素及び浮遊粒⼦
状物質の⼤気中
における濃度 

・⼯事⽤⾞両の⾛
⾏に伴う⼆酸化
窒素及び浮遊粒
⼦状物質の⼤気
中における濃度 

 
⼯事の完了後 
・関連⾞両の⾛⾏

に伴う⼆酸化窒
素及び浮遊粒⼦
状物質の⼤気中
における濃度 

・地下駐⾞場の供
⽤に伴う⼆酸化
窒素及び浮遊粒
⼦状物質の⼤気
中における濃度 

・熱源施設の稼働
に伴う⼆酸化窒
素の⼤気中にお
ける濃度 

 
注         
浮遊粒⼦状物質につ
いては、建設機械及
び⾃動⾞の排気管よ
り排出される粒⼦状
物質(⼀次⽣成物質)
のみを予測の対象と
する。 

正規型拡散式(プルー
ム式(有⾵時)、パフ式
(無⾵時、弱⾵時))によ
り⻑期(年間)平均濃度
を予測する。 
 
注           
予測条件のうち、気象条
件、バックグランド濃度
などについては、⼤気汚
染 常 時 監 視 測 定 局 や 東
京 管 区 気 象 台 な ど の 既
存のデータを利⽤する。 

「⼆酸化窒素に係る
環境基準について」
及び「⼤気の汚染に
係る環境基準につい
て」に定める基準を
評価の指標とし、環
境保全のための措置
等を勘案して評価す
る。 

※: 窒素酸化物簡易測定⽅法(PTIO法)：横浜市環境科学研究所で開発されたもので、⼀酸化窒素酸化剤としての
PTIO(2-フェニル-4,4,5,5-テトラメチルイミダゾリン-3-オキサイド-1-オキシル)と、捕集剤としてのTEA(トリ
エタノールアミン)の混合溶液に浸したろ紙を⼤気中に放置し、化学的に捕集する測定法である。   
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表8.1-1(2) 調査等の概要 
項 
⽬ 調査事項 調査内容 予 測 評価⽅法 予測事項 予測⽅法 

騒 
⾳ 
・ 
振 
動 

a. 騒⾳・振動の状
況 

b. ⼟ 地 利 ⽤ の 状
況 

c. 発⽣源の状況 
d. ⾃ 動 ⾞ 交 通 量

等の状況 
e. 地 盤 及 び 地 形

の状況 
f. 法 令 に よ る 基

準等 

既存資料調査 
騒⾳・振動等に
係る最新の資料
を収集し、整理・
解析を⾏う。 

 
現 地 調 査 
騒⾳の状況につ
いては、「騒⾳に
係る環境基準に
つ い て 」 及 び
「JIS Z 8731 環
境騒⾳の表⽰・
測定⽅法」に定
める測定⽅法等
に準拠して測定
する。 

振動の状況につ
いては、「振動規
制法施⾏規則」
及び「JIS Z 8735 
振動レベル測定
⽅法」に定める
測定⽅法に準拠
して測定する。 

⾃動⾞交通量等
の状況について
は、数取計(ハン
ド カ ウ ン タ ー )
で⾞種別⽅向別
⾃動⾞台数をカ
ウントし、1時間
毎に記録する⽅
法により測定す
る。 

地盤及び地形の
状 況 ( 地 盤 卓 越
振 動 数 ) に つ い
ては、「道路環境
影響評価の技術
⼿ 法 ( 平 成 24 年
度版)」に⽰され
た⽅法に準拠し
て測定する。 

⼯事の施⾏中 
・ 建 設 機 械 の 稼

働に伴う騒⾳・
振動 

・ ⼯ 事 ⽤ ⾞ 両 の
⾛ ⾏ に 伴 う 騒
⾳・振動 

 
⼯事の完了後 
・ 関 連 ⾞ 両 の ⾛

⾏に伴う騒⾳・
振動 

騒 
 

⾳ 

建 設 機 械 の 稼 働
に 伴 う 騒 ⾳ に つ
いては、伝搬理論
式 に よ り 騒 ⾳ レ
ベル「90%レンジ
の上端値(LA5)」を
予測する。 

「騒⾳規制法」に定
める「特定建設作業
に伴って発⽣する騒
⾳の規制に関する基
準」及び「環境確保条
例」に定める「指定建
設作業に適⽤する騒
⾳の勧告基準」に定
める基準を評価の指
標とし、環境保全の
ための措置等を勘案
して評価する。 

⼯事⽤⾞両の⾛⾏
及び関連⾞両の⾛
⾏に伴う騒⾳につ
いては、⽇本⾳響
学会式(ASJ RTN-
Model 2018) に よ
り等価騒⾳レベル
(LAeq)を予測する。 

「騒⾳に係る環境基
準について」に定め
る基準を評価の指標
とし、環境保全のた
めの措置等を勘案し
て評価する。 

振 
 

動 

建 設 機 械 の 稼 働
に 伴 う 振 動 に つ
いては、伝搬理論
式 に よ り 振 動 レ
ベル「80%レンジ
の上端値(L10)」を
予測する。 

「振動規制法」に定
める「特定建設作業
に伴って発⽣する振
動の規制に関する基
準」及び「環境確保条
例」に定める「指定建
設作業に適⽤する振
動の勧告基準」に定
める基準を評価の指
標とし、環境保全の
ための措置等を勘案
して評価する。 

⼯ 事 ⽤ ⾞ 両 の ⾛
⾏ 及 び 関 連 ⾞ 両
の ⾛ ⾏ に 伴 う 振
動 に つ い て は ､
「 道 路 環 境 影 響
評 価 の 技 術 ⼿ 法
(平成24年度版)」
に ⽰ さ れ た 計 算
式により、振動レ
ベル「80%レンジ
の上端値(L10)」を
予測する。 

「環境確保条例」に
定める「⽇常⽣活等
に 適 ⽤ す る 規 制 基
準」に定める基準を
評価の指標とし、環
境保全のための措置
等を勘案して評価す
る。 
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表8.1-1(3) 調査等の概要 
項 
⽬ 調査事項 調査内容 予 測 評価⽅法 予測事項 予測⽅法 

地 
 

盤 

a. 地盤の状況 
b. 地下⽔の状況 
c. 地盤沈下⼜は地

盤の変形の状況 
d. ⼟地利⽤の状況 
e. 法令による基準

等 

既存資料調査 
地 盤 等 に 係 る
最 新 の 資 料 を
収集し、整理・
解析を⾏う。 
 
現 地 調 査 
地 盤 の 状 況 に
ついては、⽔準
測 量 に よ り 地
盤 ⾼ を 測 定 す
る ⽅ 法 に よ り
調査する。 
地 下 ⽔ の 状 況
については、観
測井を設置し、
地 下 ⽔ 位 の 測
定 が 可 能 な 深
度 で ⾃ 記 式 地
下 ⽔ 位 計 に よ
る 連 続 観 測 を
⾏ う ⽅ 法 に よ
り測定する。 

⼯事の施⾏中 
・掘削⼯事に伴う

地盤の変形の範
囲及び程度 

・掘削⼯事に伴う
地下⽔の⽔位及
び流況の変化に
よる地盤沈下の
範囲及び程度 

施⼯計画及び現況調査
結果を基に、地盤の変
形の範囲及び程度並び
に地下⽔の⽔位及び流
況の変化による地盤沈
下の範囲及び程度を定
性的に予測する。 

「地盤沈下⼜は地盤
の変形により周辺の
建築物等に影響を及
ぼさないこと」を評
価の指標とし、環境
保全のための措置等
を 勘 案 し て 評 価 す
る。 

⼯事の完了後 
・地下構造物の存

在に伴う地下⽔
の⽔位及び流況
の変化による地
盤沈下の範囲及
び程度 

施⼯計画、建築計画及
び 現 況 調 査 結 果 を 基
に、地下⽔の⽔位及び
流況の変化による地盤
沈下の範囲及び程度を
定性的に予測する。 

⽔ 
循 
環 

a. 地下⽔、湧⽔、
地表⾯流出⽔等
の状況 

b. 気象の状況 
c. 地形・地質、⼟

質等の状況 
d. ⼟地利⽤の状況 
e. 法令による基準

等 

既存資料調査 
⽔ 循 環 等 に 係
る 最 新 の 資 料
を 収 集 し 、 整
理 ・ 解 析 を ⾏
う。 
 
現 地 調 査 
地 下 ⽔ の 状 況
については、観
測井を設置し、
地 下 ⽔ 位 の 測
定 が 可 能 な 深
度 で ⾃ 記 式 地
下 ⽔ 位 計 に よ
る 連 続 観 測 を
⾏ う ⽅ 法 に よ
り測定する。 

⼯事の施⾏中 
・掘削⼯事に伴う

地下⽔の⽔位及
び流況の変化の
程度 

施⼯計画、建築計画及
び現 況 調 査 結果 を 基
に、地下⽔の⽔位及び
流況 の 変 化 の程 度 を
定性的に予測する。 

「地下⽔の⽔位、流
況に著しい影響を及
ぼさないこと」を評
価の指標とし、環境
保全のための措置等
を 勘 案 し て 評 価 す
る。 

⼯事の完了後 
・地下構造物の存

在に伴う地下⽔
の⽔位及び流況
の変化の程度 

・⼟地の改変に伴
う地表⾯流出量
の変化の程度 

建築計画等を基に、地
地表 ⾯ 流 出 量の 変 化
の程 度 を 定 性的 に 予
測する。 

「⼟地の改変に伴う
地表⾯流出量に著し
い影響を及ぼさない
こと」を評価の指標
とし、環境保全のた
めの措置等を勘案し
て評価する。 
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表8.1-1(4) 調査等の概要 
項 
⽬ 調査事項 調査内容 予 測 評価⽅法 予測事項 予測⽅法 

⽇ 
 

影 

a. ⽇影の状況 
b. ⽇ 影 が ⽣ じ る

こ と に よ る 影
響 に 特 に 配 慮
す べ き 施 設 等
の状況 

c. 既 存 建 築 物 の
状況 

d. 地形の状況 
e. ⼟ 地 利 ⽤ の 状

況 
f. 法 令 に よ る 基

準等 

既存資料調査 
⽇ 影 等 に 係 る
最 新 の 資 料 を
収集し、整理・
解析を⾏う。 

 
現 地 調 査 
⽇ 影 の 状 況 に
ついては、現地
踏 査 及 び 天 空
写 真 を 撮 影 し
太 陽 軌 道 を 合
成 す る ⽅ 法 に
より調査する。 

⼯事の完了後 
・ 冬 ⾄ ⽇ に お け

る⽇影の範囲、
⽇ 影 と な る 時
刻、時間数等の
⽇ 影 の 状 況 の
変化の程度 

冬⾄⽇の8〜16時(真太
陽時)の計画建物による
時刻別⽇影図及び等時
間⽇影図をコンピュー
ターにより計算・作図
する⽅法により予測す
る。 

「東京都⽇影による
中⾼層建築物の⾼さ
の 制 限 に 関 す る 条
例」に定める基準を
評価の指標とし、環
境保全のための措置
等を勘案して評価す
る。 ・ ⽇ 影 が ⽣ じ る

こ と に よ る 影
響 に 特 に 配 慮
す べ き 施 設 等
に お け る ⽇ 影
となる時刻、時
間 数 等 の ⽇ 影
の 状 況 の 変 化
の程度 

現況の天空写真と計画
建物の射影、太陽軌道
を合成した天空写真を
作成する⽅法により予
測する。 

電 
波 
障 
害 

a. テ レ ビ 電 波 の
受信状況 

b. テ レ ビ 電 波 の
送信状況 

c. ⾼ 層 建 築 物 及
び 住 宅 等 の 分
布状況 

d. 地形の状況 

既存資料調査 
テ レ ビ 電 波 等
に 係 る 最 新 の
資料を収集し、
整理・解析を⾏
う。 
 
現 地 調 査 
テ レ ビ 電 波 の
受 信 状 況 に つ
いては、「建造
物 に よ る テ レ
ビ 受 信 障 害 調
査要領(地上デ
ジタル放送)」
(社団法⼈⽇本
CATV 技 術 協
会)に定める⽅
法 に 準 拠 し て
調査する。 

⼯事の完了後 
・計画建物の設置

に よ る テ レ ビ
電 波 の 遮 へ い
障 害 及 び 反 射
障害 

電波障害予測計算式に
よりテレビ電波の受信
障 害 の 範 囲 を 予 測 す
る。 

「テレビ電波の受信
障害を起こさないこ
と」を評価の指標と
し、環境保全のため
の措置等を勘案して
評価する。 
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表8.1-1(5) 調査等の概要 
項 
⽬ 調査事項 調査内容 予 測 評価⽅法 予測事項 予測⽅法 

⾵ 
環 
境 

a. 地 域 の ⾵ の 状
況 

b. ⾵ の 影 響 に 特
に 配 慮 す べ き
施設の状況 

c. ⾵ 環 境 に つ い
て 考 慮 す べ き
建 築 物 等 の 状
況 

d. 地形の状況 
e. ⼟ 地 利 ⽤ の 状

況 

既存資料調査 
⾵ 環 境 等 に 係
る 最 新 の 資 料
を 収 集 し 、 整
理 ・ 解 析 を ⾏
う。 
 
⾵ 洞 実 験 
地 域 の ⾵ の 状
況(地表付近の
⾵の状況)につ
いては、調査範
囲 の 現 状 の 地
形 や 建 物 状 況
を 模 型 に 再 現
し、⾵洞装置を
⽤ い て 上 空 の
⾵ 向 別 (16 ⽅
位)に地上の⾵
向、⾵速を求め
る ⾵ 洞 実 験 に
よ る ⽅ 法 に よ
り調査する。 

⼯事の完了後 
・平均⾵向、平均

⾵速、最⼤⾵速
等 の 突 ⾵ の 状
況 並 び に そ れ
ら の 変 化 す る
地 域 の 範 囲 及
び変化の程度 

計画地内の計画建物や
植⽣、予測地域の地形
や建物状況を模型に再
現し、⾵洞装置を⽤い
て 上 空 の ⾵ 向 別 (16 ⽅
位)に地上の⾵向、⾵速
を求める⾵洞実験によ
る ⽅ 法 に よ り 予 測 す
る。 

⾵⼯学研究所提案に
よる「⾵環境評価基
準」を評価の指標と
し、環境保全のため
の措置等を勘案して
評価する。 

景 
 

観 

a. 地 域 景 観 の 特
性 

b. 代 表 的 な 眺 望
地 点 及 び 眺 望
の状況 

c. 圧迫感の状況 
d. ⼟ 地 利 ⽤ の 状

況 
e. 景 観 の 保 全 に

関する⽅針等 
f. 法 令 に よ る 基

準等 

既存資料調査 
景 観 等 に 係 る
最 新 の 資 料 を
収集し、整理・
解析を⾏う。 
 
現 地 調 査 
地 域 景 観 の 特
性、代表的な眺
望 地 点 及 び 眺
望 の 状 況 に つ
いては、現地踏
査 及 び 写 真 撮
影 に よ る ⽅ 法
に よ り 調 査 す
る。 
圧 迫 感 の 状 況
については、天
空 写 真 を 撮 影
し 形 態 率 を 算
定 す る ⽅ 法 に
より調査する。 

⼯事の完了後 
・ 主 要 な 景 観 の

構 成 要 素 の 改
変 の 程 度 及 び
そ の 改 変 に よ
る 地 域 景 観 の
特 性 の 変 化 の
程度 

対象事業の種類及び規
模、地域景観の特性な
どを考慮して定性的に
予測する。 

「東京都景観計画」、
「港区景観計画」及
び「⻘⼭通り周辺地
区まちづくりガイド
ライン」に定める景
観の⽅針を評価の指
標とし、環境保全の
ための措置等を勘案
して評価する。 ・ 代 表 的 な 眺 望

地 点 か ら の 眺
望 の 変 化 の 程
度 

計画建物等を含む完成
予想図(フォトモンター
ジュ)を作成する⽅法に
より予測する。 

・ 圧 迫 感 の 変 化
の程度 

撮影した天空写真に計
画建物を含む画像を合
成し、形態率を算定す
る ⽅ 法 に よ り 予 測 す
る。 

「圧迫感の軽減を図
ること」を評価の指
標とし、環境保全の
ための措置等を勘案
して評価する。 
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表8.1-1(6) 調査等の概要 
項 
⽬ 調査事項 調査内容 予 測 評価⽅法 予測事項 予測⽅法 

史 
跡 
・ 
⽂ 
化 
財 

a. ⽂化財の状況 
b. 埋 蔵 ⽂ 化 財 包

蔵地の状況 
c. 法 令 に よ る 基

準等 

既存資料調査 
史跡・⽂化財に
係 る 最 新 の 資
料を収集し、整
理 、 解 析 を ⾏
う。 

⼯事の施⾏中 
・埋蔵⽂化財包蔵

地の改変の程度 

事業計画、施⼯計画を
基に、埋蔵⽂化財包蔵
地の改 変の 程度を 把
握し、予測する。 

「⽂化財保護法」な
どに定める現状変更
の制限、発掘などに
関する規定を評価の
指標とし、環境保全
のための措置等を勘
案して評価する。 

廃 
棄 
物 

a. 撤 去 建 造 物 及
び 伐 採 樹 ⽊ 等
の状況 

b. 建 設 発 ⽣ ⼟ の
状況 

c. 特 別 管 理 廃 棄
物の状況 

d. 廃 棄 物 の 処 理
の状況 

e. 法 令 に よ る 基
準等 

既存資料調査 
廃 棄 物 に 係 る
最 新 の 資 料 を
収集し、整理・
解析を⾏う。 

⼯事の施⾏中 
・撤去建造物の解

体に伴う建設廃
棄物の排出量、
再資源化量及び
処理・処分の⽅
法 

・計画建物の建設
に伴う建設廃棄
物及び建設発⽣
⼟の排出量、再
資源化量、有効
利 ⽤ 量 及 び 処
理・処分の⽅法 

撤去建造物の解体、計
画建物 の建 設に伴 っ
て発⽣ する 建設廃 棄
物及び 建設 発⽣⼟ の
排出量、再資源化量、
有効利⽤量及び処理・
処分の⽅法を検討し、
施⼯計 画の 内容か ら
予測する。 

「廃棄物の処理及び
清掃に関する法律」、
「建設⼯事に係る資
材の再資源化等に関
する法律」、「東京都
廃棄物条例」、「港区
廃棄物の処理及び再
利⽤に関する条例」
に⽰される事業者の
責務、「東京都建設リ
サイクル推進計画」
に⽰される⽬標値な
ど を 評 価 の 指 標 と
し、環境保全のため
の措置等を勘案して
評価する。 

⼯事の完了後 
・施設供⽤後の事

業活動に伴い排
出される事業系
廃棄物の種類、
排出量、再資源
化量及び処理・
処分の⽅法 

廃棄物排出原単位(施
設⽤途 別廃 棄物排 出
基準)を⽤いて、事業
計画の 内容 から事 業
系廃棄物の種類、排出
量、再資源化量及び処
理・処分の⽅法を予測
する。 

温 
室 
効 
果 
ガ 
ス 

a. 原単位の把握 
b. 対 策 の 実 施 状

況 
c. 地 域 内 の エ ネ

ル ギ ー 資 源 の
状況 

d. 温 室 効 果 ガ ス
を 使 ⽤ す る 設
備機器の状況 

e. 法 令 に よ る 基
準等 

既存資料調査 
温 室 効 果 ガ ス
等 に 係 る 最 新
の 資 料 を 収 集
し、整理・解析
を⾏う。 

⼯事の完了後 
・施設の供⽤に伴

う温室効果ガス
の排出量⼜はエ
ネルギーの使⽤
量の程度及びそ
れらの削減の程
度 

温室効 果ガ スの排 出
量原単 位⼜ はエネ ル
ギー使 ⽤量 の原単 位
や類似 施設 の事例 か
ら本事 業に 伴う温 室
効果ガ スの 排出量 ⼜
はエネ ルギ ーの使 ⽤
量を予測する。また、
同時に 削減 の程度 を
予測する。 

「地球温暖化対策の
推進に関する法律」、
「環境確保条例」、
「東京都建築物環境
配慮指針」に⽰され
る事業者の責務等を
評価の指標とし、環
境保全のための措置
等を勘案して評価す
る。 
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8.2 調査事項、調査⽅法、予測及び評価の⽅法 
8.2.1 ⼤気汚染  
(1) 調査事項 

調査事項及びその選択理由は、表8.2-1に⽰すとおりである。 
 

表8.2-1 調査事項及びその選択理由 
調査事項 選択理由 

a. ⼤気質の状況 
b. 気象の状況 
c. 地形及び地物の状況 
d. ⼟地利⽤の状況 
e. 発⽣源の状況 
f. ⾃動⾞交通量等の状況 
g. 法令による基準等 

⼯事の施⾏中における建設機械の稼働及び⼯事⽤
⾞両の⾛⾏、並びに⼯事の完了後における関連⾞両
の⾛⾏、地下駐⾞場の供⽤及び熱源施設の稼働に伴
い発⽣する排出ガスにより⼤気質に影響を及ぼす
おそれが考えられるため、計画地及びその周辺につ
いて左記の事項に係る調査が必要である。 

(2) 調査⽅法 

調査⽅法は表8.2-2(既存資料調査)及び表8.2-3(現地調査)に、現地調査地点は図8.2-1に
⽰すとおりである。 

 
表8.2-2 調査⽅法(既存資料調査) 

調査事項 調査範囲等 使⽤する主な資料 備 考 
a. ⼤気質の状況 
・⼆酸化窒素 
・浮遊粒⼦状物質 

計画地及び 
その周辺 

・「⼤気汚染測定結果ダウンロード」(東京都) 
・「⼤気汚染 環境調査結果」(港区) 
・「しぶやの環境」(渋⾕区) 
・「新宿区内の⼤気汚染常時測定結果」(新宿区) 

最新の資料
を参考とす
る。 

b. 気象の状況 
・⾵向 
・⾵速 
・⼤気安定度 

・「過去の気象データ・ダウンロード」(気象庁) 
・「⼤気汚染測定結果ダウンロード」(東京都) 

c. 地形及び地物の状況 ・「地形図」(国⼟地理院) 
・「⼟地分類基本調査」(東京都) 
・「東京都⼟地利⽤現況図」(東京都) 
・「港区⼟地利⽤現況図」(港区) 
・「東京都都市計画情報等インターネット 

提供サービス」(東京都) 

d. ⼟地利⽤の状況 

e. 発⽣源の状況 ・「道路交通センサス」(東京都) 
・「東京都⼟地利⽤現況図」(東京都) 
・「港区⼟地利⽤現況図」(港区) 

f. ⾃動⾞交通量等の状況 ・「道路交通センサス」(東京都) 
g. 法令による基準等 ・「環境基本法」 

・「⼤気汚染防⽌法」 
・「環境確保条例」(東京都) 
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表8.2-3 調査⽅法(現地調査) 
調査事項 調査範囲・地点 調査時期・期間等 調査(測定)⽅法 

a. ⼤気質の状況 
・⼆酸化窒素 
・浮遊粒⼦状物質 

計画地及びその周辺の⼟
地利⽤状況を踏まえ、計
画地周辺及び⾞両の主な
⾛⾏経路を対象とする。
(図8.2-1参照) 
・⼀般環境⼤気調査地点 
：地点A※1(簡易法) 

・道路環境⼤気調査地点 
：地点B(公定法･簡易法) 
：地点1〜6(簡易法) 

年間を通して⼤気質の状
況の変化を適切に把握で
きるよう、4季×7⽇間連
続調査を実施する。 

「 ⼆ 酸 化 窒 素 に 係 る
環境基準について」及
び「⼤気の汚染に係る
環境基準について」に
定める測定⽅法(公定
法)、並びに窒素酸化
物簡易測定⽅法(簡易
法：PTIO法 ※ 2)とす
る。 

b. 気象の状況 
・⾵向 
・⾵速 

計画地及びその周辺の気
象条件を代表すると考え
られる1地点とする。(図
8.2-1参照) 
・地上気象：地点W 

⼤気質調査と同時に実施
する。 

「気象観測の⼿引き」
(気象庁)等に定める⽅
法に準拠する。 

f. ⾃動⾞交通量等の状況 
・時間帯別、⾞種別、 
 ⽅向別交通量 

⼯事の施⾏中の⼯事⽤⾞
両及び⼯事の完了後の関
連⾞両の主な⾛⾏経路と
する。(図8.2-1参照) 
・断⾯交通量：地点1〜6 

平均的な交通状況を⽰す
と考えられる適切な時期
の平⽇とし、24時間連続
調査を実施する。 

数取計(ハンドカウン
ター)で⾞種別(⼤型・
⼩型)、⽅向別⾃動⾞
台数をカウントし、1
時間毎に記録する。 

※1: 地点Aは、計画地⻄側の住宅地を代表する地点として選定するものである。 
 計画地南側隣接地の東京都所有地では、都営⻘⼭北町アパートの建替や⾼層建物の新築のために⼯事等が

進められていることから、計画地⻄側の住宅地内でこれらの⼯事等による建設機械による影響を受けない
測定可能な地点を選定した。 

※2: 窒素酸化物簡易測定⽅法(PTIO法)：横浜市環境科学研究所で開発されたもので、⼀酸化窒素酸化剤として
のPTIO(2-フェニル-4,4,5,5-テトラメチルイミダゾリン-3-オキサイド-1-オキシル)と、捕集剤としての
TEA(トリエタノールアミン)の混合溶液に浸したろ紙を⼤気中に放置し、化学的に捕集する測定法である。 
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図8.2-1 ⼤気汚染調査地点図  
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(3) 予測及び評価の⽅法 

予測及び評価の⽅法は、表8.2-4に⽰すとおりである。 
 

表8.2-4 予測及び評価の⽅法 

  予測事項 予測対象時点 予測地域 
予測地点 予測⽅法 評価⽅法 

⼯ 
事 
の 
施 
⾏ 
中 

建 設 機 械 の 稼 働
に 伴 う ⼆ 酸 化 窒
素 及 び 浮 遊 粒 ⼦
状 物 質 の ⼤ 気 中
における濃度 

建設機械の稼
働による影響
が最⼤となる
時 点 ※ 1 と す
る。 
 
※1：建設機械
の 稼 働 に 伴 う
⼤ 気 汚 染 物 質
排 出 量 が 最 ⼤
と な る 時 点 (1
年間)を考慮し
て設定する。 

予想される最⼤着
地濃度が出現する
地点を含む範囲と
する。 

正規型拡散式(プ
ル ー ム 式 ( 有 ⾵
時)、パフ式(無⾵
時、弱⾵時))によ
り ⻑ 期 ( 年 間 ) 平
均 濃 度 を 予 測 す
る。 
 
注         

予測条件のうち、
気象条件、バックグ
ランド 濃度な どに
ついては、⼤気汚染
常時監 視測定 局や
東京管 区気象 台な
どの既 存のデ ータ
を利⽤する。 

現 況 調 査 及 び 予 測 結 果
に基づき、地域の特性、
環 境 保 全 の た め の 措 置
及 び 以 下 に ⽰ す 指 標 を
勘案して評価する。 
 
評価の指標 
・「⼆酸化窒素に係る環

境基準について」に定
める基準 

・「⼤気の汚染に係る環
境基準について」に定
める基準 

⼯ 事 ⽤ ⾞ 両 の ⾛
⾏ に 伴 う ⼆ 酸 化
窒 素 及 び 浮 遊 粒
⼦ 状 物 質 の ⼤ 気
中における濃度 

⼯事⽤⾞両の
⾛ ⾏ 台 数 が 
最⼤となる時 
点※2とする。 
 
※2：⼯事⽤⾞
両(⼤型⾞)の⾛
⾏ 台 数 が 最 ⼤
と な る 時 点 を
考 慮 し て 設 定
する。 

現地調査地点と同
じ、⼯事⽤⾞両の
主な⾛⾏ルート上
の地点及び道路端
か ら 100m ま で の
範囲とする(道路構
造、交通量、地形、
⼟地利⽤などを勘
案して設定)。 

⼯ 
事 
の 
完 
了 
後 

関 連 ⾞ 両 の ⾛ ⾏
に 伴 う ⼆ 酸 化 窒
素 及 び 浮 遊 粒 ⼦
状 物 質 の ⼤ 気 中
における濃度 

施設の事業活
動が通常の状
態に達した時
点とする。 

現地調査地点と同
じ、関連⾞両の主
な⾛⾏ルート上の
地点及び道路端か
ら 100m ま で の 範
囲 と す る ( 道 路 構
造、交通量、地形、
⼟地利⽤などを勘
案して設定)。 

地 下 駐 ⾞ 場 の 供
⽤ に 伴 う ⼆ 酸 化
窒 素 及 び 浮 遊 粒
⼦ 状 物 質 の ⼤ 気
中における濃度 

施設の事業活
動が通常の状
態に達した時
点とする。 

予想される最⼤着
地濃度が出現する
地点を含む範囲と
する。 

熱 源 施 設 の 稼 働
に 伴 う ⼆ 酸 化 窒
素 の ⼤ 気 中 に お
ける濃度 

施設の事業活
動が通常の状
態に達した時
点とする。 

予想される最⼤着
地濃度が出現する
地点を含む範囲と
する。 

注) 浮遊粒⼦状物質については、建設機械及び⾃動⾞の排気管より排出される粒⼦状物質(⼀次⽣成物質)のみを予
測の対象とする。   
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8.2.2 騒⾳・振動 

(1) 調査事項 

調査事項及びその選択理由は、表8.2-5に⽰すとおりである。 
 

表8.2-5 調査事項及びその選択理由 
調査事項 選択理由 

a. 騒⾳・振動の状況 
b. ⼟地利⽤の状況 
c. 発⽣源の状況 
d. ⾃動⾞交通量等の状況 
e. 地盤及び地形の状況 
f. 法令による基準等 

⼯事の施⾏中における建設機械の稼働及び⼯事⽤
⾞両の⾛⾏、並びに⼯事の完了後における関連⾞両
の⾛⾏に伴う騒⾳・振動が、計画地周辺の⽣活環境
に影響を及ぼすおそれが考えられるため、計画地及
びその周辺について左記の事項に係る調査が必要
である。 

 

(2) 調査⽅法 

調査⽅法は表8.2-6(既存資料調査)及び表8.2-7(現地調査)に、現地調査地点は図8.2-2に
⽰すとおりである。 

 
表8.2-6 調査⽅法(既存資料調査) 

調査事項 調査範囲等 使⽤する主な資料 備 考 
a. 騒⾳・振動の状況 計画地及び 

その周辺 
・「道路交通騒⾳振動調査報告書」(東京都) 
・「⾃動⾞交通騒⾳調査結果」(東京都) 

最新の資料
を参考とす
る。 b. ⼟地利⽤の状況 ・「東京都⼟地利⽤現況図」(東京都) 

・「港区⼟地利⽤現況図」(港区) 
・「東京都都市計画情報等インターネット 

提供サービス」(東京都) 
c. 発⽣源の状況 ・「道路交通センサス」(東京都) 

・「東京都⼟地利⽤現況図」(東京都) 
・「港区⼟地利⽤現況図」(港区) 
・「東京都都市計画情報等インターネット 

提供サービス」(東京都) 
d. ⾃動⾞交通量等の状況 ・「道路交通センサス」(東京都) 
e. 地盤及び地形の状況 ・「地形図」(国⼟地理院) 

・「⼟地分類基本調査」(東京都) 
・「東京都⼟地利⽤現況図」(東京都) 
・「港区⼟地利⽤現況図」(港区) 

f. 法令による基準等 ・「環境基本法」 
・「騒⾳規制法」 
・「振動規制法」 
・「環境確保条例」(東京都) 
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表8.2-7 調査⽅法(現地調査) 
調査事項 調査範囲・地点 調査時期・期間等 調査(測定)⽅法 

a. 騒⾳・振動の状況 
・環境騒⾳及び振動 
・道路交通騒⾳及び振動 

計画地及びその周辺の⼟
地利⽤状況を踏まえ、計
画地周辺及び⾞両の主な
⾛⾏経路を対象とする。
(図8.2-2参照) 
・環境騒⾳及び振動 
：地点A※(周辺住宅内) 

・道路交通騒⾳及び振動 
：地点1〜6(道路沿道) 

環境騒⾳及び振動 
：騒⾳及び振動の状況が

通常的である平⽇の1
⽇24時間連続とする。 

 
道路交通騒⾳及び振動 
：交通量の状況が通常的

である平⽇の1⽇24時
間連続とする。 

騒⾳：「騒⾳に係る環
境基準について」及び
「JIS Z 8731 環境騒
⾳の表⽰・測定⽅法」
に 定 め る 測 定 ⽅ 法 と
する。 
 
振動：「振動規制法施
⾏規則」及び「JIS Z 
8735 振動レベル測定
⽅法」に定める測定⽅
法とする。 

d. ⾃動⾞交通量等の状況 
・時間帯別、⾞種別、 
 ⽅向別交通量、⾞速 

⼯事の施⾏中の⼯事⽤⾞
両及び⼯事の完了後の関
連⾞両の主な⾛⾏経路と
する。(図8.2-2参照) 
・断⾯交通量 
：地点1〜6 

平均的な交通状況を⽰す
と考えられる適切な時期
の平⽇とし、1⽇24時間
連続調査を実施する。 

交通量については、数
取計(ハンドカウンタ
ー)で⾞種別(⼤型・⼩
型・⼆輪)、⽅向別⾃動
⾞台数をカウントし、
1時間毎に記録する。 
⾞速については、スピ
ー ド ガ ン に よ る 測 定
⽅法とする。 

e. 地盤及び地形の状況 
・地盤卓越振動数 

道路交通騒⾳及び振動の
調査地点と同⼀とする。 

道路交通騒⾳及び振動の
調査と同時に実施する。 

「 道 路 環 境 影 響 評 価
の技術⼿法(平成24年
度版)」(平成25年3⽉ 
国⼟交通省 国⼟技術
政策総合研究所、独⽴
⾏政法⼈⼟⽊研究所)
に ⽰ さ れ た ⽅ 法 と す
る。 

※: 地点Aは、計画地⻄側の住宅地を代表する地点として選定するものである。 
 計画地南側隣接地の東京都所有地では、都営⻘⼭北町アパートの建替や⾼層建物の新築のために⼯事等が

進められていることから、計画地⻄側の住宅地内でこれらの⼯事等による建設機械による影響を受けない
測定可能な地点を選定した。 
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図8.2-2 騒⾳・振動調査地点図  
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(3) 予測及び評価の⽅法 
予測及び評価の⽅法は、表8.2-8に⽰すとおりである。 

 
表8.2-8 予測及び評価の⽅法 

  予測事項 予測対象時点 
予測地域 
予測地点 

予測⽅法 評価⽅法 

⼯ 
事 
の 
施 
⾏ 
中 

建設機械の稼働
に伴う騒⾳・振動 

解 体 ⼯ 事 及 び
新 築 ⼯ 事 に お
いて、それぞれ
建 設 機 械 の 稼
働 に 伴 う 影 響
が 最 ⼤ と な る
時点※1とする。 
 
※1：[騒⾳]発⽣
パワーレベルの
合成値が最⼤と
なる時点、[振動]
発⽣振動レベル
の合成値が最⼤
となる時点を考
慮 し て 設 定 す
る。 

計画地の敷地境
界から、200m程
度 ( 振 動 は 敷 地
境 界 か ら 100m
程 度 ) の 範 囲 と
する。予測地点
は、計画地の敷
地境界とする。 

騒⾳：伝搬理論式に
よ り 騒 ⾳ レ ベ ル
「90%レンジの上端
値 (LA5) 」 を 予 測 す
る。 
振動：伝搬理論式に
よ り 振 動 レ ベ ル
「80%レンジの上端
値 (L10) 」 を 予 測 す
る。 

現況調査及び予測結果に基
づき、地域の特性、環境保全
のための措置及び以下に⽰
す指標を勘案して評価する。 
評価の指標 
騒⾳：「騒⾳規制法」に定め
る「特定建設作業に伴って発
⽣する騒⾳の規制に関する
基準」及び「環境確保条例」
に定める「指定建設作業に適
⽤する騒⾳の勧告基準」に定
める基準 
振動：「振動規制法」に定め
る「特定建設作業に伴って発
⽣する振動の規制に関する
基準」及び「環境確保条例」
に定める「指定建設作業に適
⽤する振動の勧告基準」に定
める基準 

⼯事⽤⾞両の⾛
⾏に伴う騒⾳・振
動 

⼯ 事 ⽤ ⾞ 両 の
⾛ ⾏ 台 数 が 最
⼤ と な る 時  
点※2とする。 
 
※2：⼯事⽤⾞両
(⼤型⾞)の⾛⾏
台数が最⼤とな
る時点を考慮し
て設定する。 

現地調査地点と
同じ、⼯事⽤⾞
両の主要な⾛⾏
ルート上の地点
及び道路端から
100m ま で の 範
囲 ( 振 動 は 道 路
端から50mまで
の 範 囲 ) と す る
(道路構造、交通
量、地形、⼟地利
⽤などを勘案し
て設定)。 

騒⾳：⽇本⾳響学会
式(ASJ RTN-Model 
2018)により等価騒
⾳レベル(LAeq)を予
測する。 
振動：「道路環境影響
評価の技術⼿法(平
成24年度版)」に⽰さ
れる計算式により、
振動レベル「80%レ
ンジの上端値(L10)」
を予測する。 

現況調査及び予測結果に基
づき、地域の特性、環境保全
のための措置及び以下に⽰
す指標を勘案して評価する。 
評価の指標 
騒⾳：「騒⾳に係る環境基準
について」に定める基準 
振動：「環境確保条例」に定
める「⽇常⽣活等に適⽤する
規制基準」に定める基準 

⼯ 
事 
の 
完 
了 
後 

関連⾞両の⾛⾏
に伴う騒⾳・振動 

施 設 の 事 業 活
動 が 通 常 の 状
態 に 達 し た 時
点とする。 

現地調査地点と
同じ、関連⾞両
の主要な⾛⾏ル
ート上の地点及
び 道 路 端 か ら
100m ま で の 範
囲 ( 振 動 は 道 路
端から50mの範
囲)とする(道路
構造、交通量、地
形、⼟地利⽤な
どを勘案して設
定)。 

騒⾳：⽇本⾳響学会
式(ASJ RTN-Model 
2018)により等価騒
⾳レベル(LAeq)を 予
測する。 
振動：「道路環境影響
評価の技術⼿法(平
成24年度版)」に⽰さ
れる計算式により、
振動レベル「80%レ
ンジの上端値(L10)」
を予測する。 

現況調査及び予測結果に基
づき、地域の特性、環境保全
のための措置及び以下に⽰
す指標を勘案して評価する。 
評価の指標 
騒⾳：「騒⾳に係る環境基準
について」に定める基準 
振動：「環境確保条例」に定
める「⽇常⽣活等に適⽤する
規制基準」に定める基準 
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8.2.3 地 盤 

(1) 調査事項 

調査事項及びその選択理由は、表8.2-9に⽰すとおりである。 
 

表8.2-9 調査事項及びその選択理由 
調査事項 選択理由 

a. 地盤の状況 
b. 地下⽔の状況 
c. 地盤沈下⼜は地盤の変形の状況 
d. ⼟地利⽤の状況 
f. 法令による基準等 

⼯事の施⾏中の建物の建設に伴う地盤の変形及び
沈下、並びに⼯事の完了後の計画建物等の存在(地
下構造物の設置)により、地盤に影響を及ぼすおそ
れが考えられるため、計画地及びその周辺について
左記の事項に係る調査が必要である。 

 
(2) 調査⽅法 

調査⽅法は表8.2-10(既存資料調査)及び表8.2-11(現地調査)に、現地調査地点は図8.2-3
に⽰すとおりである。 

 
表8.2-10 調査⽅法(既存資料調査) 

調査事項 調査範囲等 使⽤する主な資料 備 考 
a. 地盤の状況 計画地及び 

その周辺 
・「地形図」(国⼟地理院) 
・「東京都総合地盤図」(東京都) 
・「都市域の地盤断⾯図」(国⼟交通省) 

最新の資料
を参考とす
る。 

b. 地下⽔の状況 ・「地盤沈下調査報告書」(東京都) 
・「港区みどりの実態調査」(港区) 

c. 地 盤 沈 下 ⼜ は 地 盤 の 
変形の状況 

・「地盤沈下調査報告書」(東京都) 
・「⽔準基標測量成果表」(東京都) 

d. ⼟地利⽤の状況 ・「東京都⼟地利⽤現況図」(東京都) 
・「港区⼟地利⽤現況図」(港区) 
・「東京都都市計画情報等インターネット 

提供サービス」(東京都) 
e. 法令による基準等 ・「⼯業⽤⽔法」 

・「建築物⽤地下⽔の採取の規制に関する法律」 
・「環境確保条例」(東京都) 

 
表8.2-11 調査⽅法(現地調査) 

調査事項 調査範囲・地点 調査時期・期間等 調査(測定)⽅法 
a. 地盤の状況 
・地盤⾼の状況 
・地質の状況 
・透⽔性の状況 

計画地内とする。 地盤⾼、地質及び透⽔性
の状況を適切に把握でき
る時期とする。 

地盤⾼：⽔準測量によ
り 地 盤 ⾼ を 測 定 す る
⽅法とする。 
地質・透⽔性：地下⽔
位 観 測 井 設 置 時 の ボ
ー リ ン グ 調 査 に よ る
⽅法とする。 

b. 地下⽔の状況 
・地下⽔位の状況 

図 8.2-3 に ⽰ す 計 画 地 内
の代表的な2地点とする
(計画地周辺の地下⽔の
流れを考慮した上流側及
び下流側で測定可能な地
点とする)。 

豊⽔期、平⽔期及び渇⽔
期を含む地下⽔の状況を
適切に把握できる時期・
期間とする。 

観測井を設置し、地下
⽔ 位 の 測 定 が 可 能 な
深 度 で ⾃ 記 式 地 下 ⽔
位 計 に よ る 連 続 観 測
を⾏う⽅法とする。 
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図8.2-3 地盤及び地下⽔調査地点図  
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(3) 予測及び評価の⽅法 
予測及び評価の⽅法は、表8.2-12に⽰すとおりである。 
 

表8.2-12 予測及び評価の⽅法 

  予測事項 予測対象時点 予測地域 
予測地点 予測⽅法 評価⽅法 

⼯ 
事 
の 
施 
⾏ 
中 

掘 削 ⼯ 事 に 伴 う
地 盤 の 変 形 の 範
囲及び程度 

⼯ 事 の 施 ⾏ 中
に お け る 掘 削
深 さ が 最 ⼤ と
な る 時 点 と す
る。 

計画地及びそ
の 周 辺 と す
る。 

施⼯計画及び現況調
査結果を基に、地盤
の変形の範囲及び程
度並びに地下⽔の⽔
位及び流況の変化に
よる地盤沈下の範囲
及び程度を定性的に
予測する。 

現況調査及び予測結果に基
づき、地域の特性、環境保全
のための措置及び以下に⽰
す 指 標 を 勘 案 し て 評 価 す
る。 
 
評価の指標 
・地盤沈下⼜は地盤の変形

により周辺の建築物等に
影響を及ぼさないこと 

掘 削 ⼯ 事 に 伴 う
地 下 ⽔ の ⽔ 位 及
び 流 況 の 変 化 に
よ る 地 盤 沈 下 の
範囲及び程度 

⼯ 
事 
の 
完 
了 
後 

地 下 構 造 物 の 存
在 に 伴 う 地 下 ⽔
の ⽔ 位 及 び 流 況
の 変 化 に よ る 地
盤 沈 下 の 範 囲 及
び程度 

⼯ 事 の 完 了 後
に お け る 地 盤
の 状 況 が 安 定
し た 時 点 と す
る。 

施⼯計画、建築計画
及び現況調査結果を
基に、地下⽔の⽔位
及び流況の変化によ
る地盤沈下の範囲及
び程度を定性的に予
測する。 
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8.2.4 ⽔循環  

(1) 調査事項 

調査事項及びその選択理由は、表8.2-13に⽰すとおりである。 
 

表8.2-13 調査事項及びその選択理由 
調査事項 選択理由 

a. 地下⽔、湧⽔、地表⾯流出⽔等の状況 
b. 気象の状況 
c. 地形・地質、⼟質等の状況 
d. ⼟地利⽤の状況 
e. 法令による基準等 

⼯事の施⾏中の建物の建設に伴う地下⽔の⽔位
及び流況の変化、及び⼯事の完了後の計画建物の
存在(地下構造物の設置)等により、地下⽔や地表
⾯流出⽔に影響を及ぼすおそれが考えられるた
め、計画地及びその周辺について左記の事項に係
る調査が必要である。 

 
(2) 調査⽅法 

調査⽅法は表8.2-14(既存資料調査)及び表8.2-15(現地調査)に、現地調査地点は図8.2-
3(「8.2.3 地盤」参照)に⽰すとおりである。 

 
表8.2-14 調査⽅法(既存資料調査) 

調査事項 調査範囲等 使⽤する主な資料 備 考 
a. 地下⽔、湧⽔、地表

⾯流出⽔等の状況 
計画地及び 
その周辺 

・「地形図」(国⼟地理院) 
・「地盤沈下調査報告書」(東京都) 
・「湧⽔マップ〜東京の湧⽔〜」(東京都) 
・「港区みどりの実態調査」(港区) 

最 新 の 資
料 を 参 考
とする。 

b. 気象の状況 ・「過去の気象データ・ダウンロード」(気象庁) 
c. 地形・地質、⼟質等

の状況 
・「地形図」(国⼟地理院) 
・「⼟地分類基本調査」(東京都) 
・「東京都総合地盤図」(東京都) 
・「都市域の地盤断⾯図」(国⼟交通省) 

d. ⼟地利⽤の状況 ・「東京都⼟地利⽤現況図」(東京都) 
・「港区⼟地利⽤現況図」(港区) 
・「東京都都市計画情報等インターネット 

提供サービス」(東京都) 
e. 法令による基準等 ・「⼯業⽤⽔法」 

・「建築物⽤地下⽔の採取の規制に関する法律」 
・「環境確保条例」(東京都) 
・「港区⾬⽔流出抑制施設設置指導要綱」(港区) 

 
表8.2-15 調査⽅法(現地調査) 

調査事項 調査範囲・地点 調査時期・期間等 調査(測定)⽅法 
a. 地下⽔の状況 
・地下⽔位の状況 

図 8.2-3 に ⽰ し た 計 画 地
内の代表的な2地点とす
る(計画地周辺の地下⽔
の流れを考慮した上流側
及び下流側の地点)。 

豊⽔期、平⽔期及び渇⽔
期を含む地下⽔の状況を
適切に把握できる時期・
期間とする。 

観測井を設置し、地下
⽔ 位 の 測 定 が 可 能 な
深 度 で ⾃ 記 式 地 下 ⽔
位 計 に よ る 連 続 観 測
を⾏う⽅法とする。 

c. 地質、⼟質等の状況 地質、⼟質等の状況を適
切に把握できる時期とす
る。 

地 下 ⽔ 位 観 測 井 設 置
時 の ボ ー リ ン グ 調 査
による⽅法とする。 
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(3) 予測及び評価の⽅法 
予測及び評価の⽅法は、表8.2-16に⽰すとおりである。 
 

表8.2-16 予測及び評価の⽅法 

  予測事項 予測対象時点 予測地域 
予測地点 予測⽅法 評価⽅法 

⼯ 
事 
の 
施 
⾏ 
中 

掘 削 ⼯ 事 に 伴 う
地 下 ⽔ の ⽔ 位 及
び 流 況 の 変 化 の
程度 

⼯ 事 の 施 ⾏ 中
に お け る 掘 削
深 さ が 最 ⼤ と
な る 時 点 と す
る。 

計画地及びそ
の 周 辺 と す
る。 

施⼯計画、建築計画
及び現況調査結果を
基に、地下⽔の⽔位
及び流況の変化の程
度を定性的に予測す
る。 

現況調査及び予測結果に基
づき、地域の特性、環境保全
のための措置及び以下に⽰
す 指 標 を 勘 案 し て 評 価 す
る。 
 
評価の指標 
・地下⽔の⽔位、流況に著し

い影響を及ぼさないこと 

⼯ 
事 
の 
完 
了 
後 

地 下 構 造 物 の 存
在 に 伴 う 地 下 ⽔
の ⽔ 位 及 び 流 況
の変化の程度 

⼯ 事 の 完 了 後
に お け る 地 下
⽔ の 状 況 が 安
定 し た 時 点 と
する。 

⼟ 地 の 改 変 に 伴
う 地 表 ⾯ 流 出 量
の変化の程度 

計 画 建 物 の ⼯
事 の 完 了 後 と
する。 

計画地内とす
る。 

建築計画等を基に、
地表⾯流出量の変化
の程度を定性的に予
測する。 

現況調査及び予測結果に基
づき、地域の特性、環境保全
のための措置及び以下に⽰
す 指 標 を 勘 案 し て 評 価 す
る。 
 
評価の指標 
・⼟地の改変に伴う地表⾯

流出⽔量に著しい影響を
及ぼさないこと 
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8.2.5 ⽇ 影 
(1) 調査事項 

調査事項及びその選択理由は、表8.2-17に⽰すとおりである。 
 

表8.2-17 調査事項及びその選択理由 
調査事項 選択理由 

a. ⽇影の状況 
b. ⽇影が⽣じることによる影響に特に

配慮すべき施設等の状況 
c. 既存建築物の状況 
d. 地形の状況 
e. ⼟地利⽤の状況 
f. 法令による基準等 

計画建物の存在により、計画地周辺に⽇影の影響を
及ぼすおそれが考えられるため、計画地及びその周
辺について左記の事項に係る調査が必要である。 

 
(2) 調査⽅法 

調査⽅法は表8.2-18(既存資料調査)及び表8.2-19(現地調査)に、現地調査地点は図8.2-4
に⽰すとおりである。 

 
表8.2-18 調査⽅法(既存資料調査) 

調査事項 調査範囲等 使⽤する主な資料 備 考 
a. ⽇影の状況 計 画 建 物 か ら

の ⽇ 影 が 予 想
される範囲 

・「地形図」(国⼟地理院) 
・「建築統計年報」(東京都) 
・「東京都⼟地利⽤現況図」(東京都) 
・「⼟地分類基本調査」(東京都) 
・「港区⼟地利⽤現況図」(港区) 
・「東京都都市計画情報等インターネット 

提供サービス」(東京都) 

最新の資料
を参考とす
る。 

b. ⽇影が⽣じることによ
る影響に特に配慮すべ
き施設等の状況 

c. 既存建築物の状況 
d. 地形の状況 
e. ⼟地利⽤の状況 
f. 法令による基準等 ・「都市計画法」 

・「建築基準法」 
・「東京都⽇影による中⾼層建築物の⾼さの 

制限に関する条例」(東京都) 
 

表8.2-19 調査⽅法(現地調査) 
調査事項 調査範囲・地点 調査時期・期間等 調査(測定)⽅法 

a. ⽇影の状況 
・ 主 要 な 地 点 に お け る 

⽇影の時刻及び時間数 

住宅等の⽇影の影響に特に配慮す
べき施設及び不特定多数の⼈が利
⽤する地点を考慮し、計画建物によ
る⽇影が⽣じる計画地北⻄〜北〜
北東側の4地点とする。(図8.2-4参
照) 

地点1: 計画地北⻄側渋⾕区界近傍 
地点2: 南⻘⼭三丁⽬交差点近傍 
地点3: 計画地北側住宅近傍 
地点4: 原宿団地北交差点近傍 

⽇影の状 況 を適切
に把握で き る時期
とする。 

現 地 踏 査 及 び 天
空 写 真 を 撮 影 し
太 陽 軌 道 を 合 成
する⽅法とする。 
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図8.2-4 ⽇影調査地点図  
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(3) 予測及び評価の⽅法 
予測及び評価の⽅法は、表8.2-20に⽰すとおりである。 
 

表8.2-20 予測及び評価の⽅法 

  予測事項 予測対象時点 予測地域 
予測地点 予測⽅法 評価⽅法 

⼯ 
事 
の 
完 
了 
後 

冬⾄⽇における⽇
影の範囲、⽇影と
なる時刻、時間数
等の⽇影の状況の
変化の程度 

計画建物の 
⼯事の完了後 

冬 ⾄ ⽇ の 8 〜
16 時 ( 真 太 陽
時)において、
計画建物から
の⽇影が予想
される範囲と
する。 

冬⾄⽇の8〜16時(真
太 陽 時 ) の 計 画 建 物
による時刻別⽇影図
及び等時間⽇影図を
コンピューターによ
り計算・作図する⽅
法により予測する。 

現況調査及び予測結果に基
づき、地域の特性、環境保全
のための措置及び以下に⽰
す 指 標 を 勘 案 し て 評 価 す
る。 
 
評価の指標 
・「東京都⽇影による中⾼層

建築物の⾼さの制限に関
する条例」に定める基準 

⽇影が⽣じること
による影響に特に
配慮すべき施設等
における⽇影とな
る時刻、時間数等
の⽇影の状況の変
化の程度 

計画地近傍に
おいて⽇影の
影響に特に配
慮すべき施設
の 付 近 ( 現 地
調査地点に準
じる) 

現況の天空写真と計
画建物の射影、太陽
軌道を合成した天空
写真を作成する⽅法
により予測する。 

  




